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われわれ日本多国籍企業研究グループは、2009 年度から足掛け 8 年にわたってアフリカ
における日本企業の調査研究を行った。その詳細は上記書籍の第 1 章に記載したとおりで































３． 15 の事例 
 われわれは、アフリカ全域の日本企業を訪問した。同時に現地企業、欧米企業、中国企業
なども訪問した。ワーキング・ペーパーで取り上げるのは 15 の事例である。主として日本
























脚注：当グループは、『赤門マネジメント･レビュー』に、2009 年と 2010 年のアフリカ
調査でえた個別企業の事例を発表した。第 11 巻 9 号 (2012 年 9 月、ものづくり紀行第
62 回) から第 12 巻 3 号(2013 年 3 月、ものづくり紀行第 79 回) を参照されたい。さら
に同じく『赤門マネジメント･レビュー』に、調査研究の中間的なまとめを発表した。12
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The purpose of this paper is to examine the transferability of the Japanese production system to 
Kenya by studying the specific case of Honda Motorcycle Kenya Limited. Firstly, the major 
economic features and the two wheeler market of Kenya are analyzed. Secondly, the main findings 
about transferability of the Japanese production systems to Kenya are presented and discussed 
based on the factory tour and interview survey of Honda Motorcycle Kenya Limited. Finally, some 
implications for Japanese companies who are going to start a business in Kenya are mentioned. 
 














われわれ日本多国籍企業研究グループ（JMNESG）は、2015 年 8 月 25 日に二輪車世界
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シェア 1 位である本田技研工業株式会社（以下、ホンダ）が 2013 年 3 月にケニアの首都ナ
イロビに設立したホンダ・モーターサイクル・ケニア（Honda Motorcycle Kenya Limited、
以下、ホンダ・ケニア）を訪問し工場見学とインタビュー調査を行う機会を得た。なお、














コーヒー、茶、園芸作物、などの農業が産業の中心で、農業はケニアの GDP の約 25％、
労働人口の約 60％を占める。面積は 58.3 万平方キロメートル（日本の約 1.5 倍）、人口は
2016 年基準で 4,540 万人（ケニア国家統計局）である。 
 東部アフリカの優等生といわれるケニアは、東部アフリカにおける経済、商業、物流の
ハブであり、海外直接投資の流入も増加傾向が続いており、東部アフリカ地域においては
最も優良な投資先となっている。図 1 で示すように、2016 年には GDP 国内総生産が 425.96
億米ドル（１米ドル＝100.807Ksh）に達し、ケニアは低中所得国の仲間入りを果たした。








経済、社会、政治という 3 本の柱で成り立っており、特に経済の柱と関連しては、次の 22
年の間に平均 GDP 成長率 10%の達成を目標にした経済発展プログラムを通じて、すべて
のケニア人に繁栄をもたらすことを目標にしている。この長期経済開発戦略が功を奏し
2008 年から 2016 年までの 8 年間、ケニアの実質 GDP 成長率は平均 5.6％の急成長を見せ
たが、いまだ目標とする 10％成長には達してないのが現状である（図１）。 
                                                             
1 http://www.tv-tokyo.co.jp/gaia/backnumber4/preview_20131217.html（2017 年 8 月 15 日アクセス） 








収は、2013 年のフォーマルセクター基準では 50 万 Ksh/年であるといわれるが、より所得
が低いプライベートセクターまでを含めると約 10 万 Ksh/年くらいになるであろうと予想
されているという。最低賃金は 2015 年基準で 10,955～24,719Ksh である。2015 年 1 月に
12％増しの改定が行われたそうだ。失業率は推定で 30％以上（2013 年）、識字率は 87.4％
であるという。就学率は初等教育 82.8％、中等教育 50.0％、高等教育 4.0％、大学 0.4％で
ある。一人当たり GDP は 2014 年現在で 9 万 Ksh である。 
 
２．ケニアへの海外直接投資 
 ケニア国家統計局（Kenya National Bureau of Statistics）の『Economic Survey 2016』によ
ると、2015 年の対内直接投資額は 1,458 億 7,780 万 Ksh で、前年比 21.1％増となった。ケ
ニア投資庁（KenInvest）のデータを基に集計した 2015 年の新規投資申請件数は前年比 2.3
倍の 249 件で、新規投資申請額は 3.7 倍の 2,082 億 4,370 万 Ksh であった。最大の投資分野
は建設・不動産で、申請額は全体の 63.1％を占めている。建設や不動産の開発ブームを背
景に、大型投資の申請が全体の申請額を押し上げた形である。国別では、南アフリカ共和
国（以下、南ア、1,181 億 7,820 万 Ksh）とアイルランド（454 億 5,050 万 Ksh）の上位 2 カ
国が全体の 78.5％を占めている（JETRO，2017a）。南アは大型の不動産開発に対する投資
が、アイルランドは鉱業分野に対する投資が目立った。日本は ODA 事業として、「モンバ
サ港開発事業フェーズ１」を 2016 年 3 月に完成した。国際協力機構（Japan International 
Cooperation Agency：JICA）は、ケニア港湾公社との間に「モンバサ港開発事業フェーズ２」
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図１．ケニアの実質GDPとその成長率の推移
左軸：    実質 GDP（億米ドル） 










数は 52 社である（外務省, 2017）。特に自動車分野において、2016 年日系企業の販売台数
は合計 1 万 218 台と全販売台数の 75.5％を占めていた（JETRO，2017b）。これは、資本関
係はないが、モンバサに位置する現地企業 AVA 社において多くの日本車が KD（Knock 
Down）生産されていることに起因する。2013 年 3 月にはホンダがケニアの首都ナイロビ
で二輪車製造の新会社を設立し、同年 10 月に二輪車を生産・販売し始めている。ヤマハ発
動機も 2015 年 9 月に豊田通商ケニアの敷地内で二輪車の組立生産を始めた。また、建築
材料・住宅設備機器メーカーの LIXIL が 2015 年 1 月に支店を設立し、節水型トイレの販
売を開始した。豊田通商は、ケニアの農業事業全体の発展につながる肥料製造事業の実現
に向け、2015 年 9 月から配合肥料工場の建設を開始し、2016 年 8 月に完工している。あず
さ監査法人は、現地で有力な KPMG ケニアに日本人の公認会計士を出向させ、日系企業の
進出支援および税務会計、企業の合併・買收（M&A）などのサポートを進めている（JETRO，
2017a）。また、「丸亀製麺」を運営するトリドールは、2014 年 4 月にトリドールケニアを
設立し、2015 年 3 月に照り焼きチキンを売りにした「teriyaki JAPAN」1 号店を、11 月に 2
号店をナイロビにオープンした3。日清食品は 2013 年にケニアの「国立ジョモケニヤッタ
農工大学（JKUAT: Jomo Kenyatta University of Agriculture and Technology）との合弁でアフリ
カ人の味覚に合わせた即席麺の製造販売のための現地子会社を設立している4 
 一方、日本の 2016 年の対ケニア貿易は、輸出額が前年比 19.4％減の 7 億 4,680 万ドル、
輸入額が 16.9％減の 5,820 万ドルであった。日本の貿易黒字は 19.6％縮小し、6 億 8,860 万
ドルとなっている。ケニア政府が 2015 年 12 月に物品税（Excise Tax）を以前の一律 20％





 ケニアの二輪車市場は 2016 年現在約 14 万台の規模である（図２）。個人用の購入はわ
ずかであり、「ボダボダ」と呼ばれる営業用バイクタクシーとしての購入が 9 割を占めて
いる。現在、ケニアの二輪車市場では、中国とインドの二輪車企業が市場の 90％以上を占
めており、2013 年 3 月と 2015 年 9 月にそれぞれ現地生産を始めた日本勢のホンダとヤマ
                                                             
3 日本経済新聞電子版（2014/5/11 付）https://www.nikkei.com/article/DGXNASDZ090I7_R10C14A5TJC000/ 
（2017 年 9 月 14 日アクセス）参照。しかし、その後トリドールは 2016 年 8 月に「teriyaki JAPAN」2 店
舗の経営権を現地企業に移譲している（JETRO「世界のビジネスニュース」（通商弘報）（2016 年 10
月 19 日）https://www.jetro.go.jp/biznews/2016/10/7965d08835a2c284.html（2017 年 9 月 14 日アクセ
ス））。 










ャジ・オート BOXER 100 ㏄はバイクタクシーとして大人気であった。バジャジ・オート、
ヒーロー・モーターズと TVS モーターがインドで生産する二輪車は、中国製二輪車より良
質で価格は中国製より若干高めだが、品質のいいものを求める層が増加している事もあり
人気となっている。その後、ヒーロー・モーターズは 2013 年 7 月に複合企業のサミール・
グループの自動車販売代理子会社であるライス東アフリカ（Ryce East Africa Ltd.）に生産・
販売の委託を始めている（久野，2017）。また、TVS モーターは 2013 年 7 月 30 日、ケニ
アのナクルに建設された工場が操業を開始したと発表した。同工場はケニア市場向けにデ
ザインされた 2 種類の新型二輪車を生産している。 
 
 
















































 ホンダ・ケニアは、ホンダが 2013 年 3 月 25 日に更なる市場拡大が見込めるケニアに設
立した現地法人である（図３）。二輪車の生産と販売機能を備えている。完成品輸入の関
税の影響で、輸入販売と現地生産では価格に 20％の差が出ることから現地生産に踏み切っ
た。2013 年 10 月に生産を開始し、同年 11 月にはケニア国内向けに販売を始めている。従
業員数は期間従業員を含めて 63 名で、うち正式な日本人駐在員は社長 1 名のみである。
他に 3名の日本人が南アフリカのホンダ・モータ ・ーサザン・アフリカ（Honda Motor Southern 
Africa (Pty.) Ltd.：HSAF）から応援に来ていた。主に広告宣伝、販売店の開拓などマーケテ
ィングに関する業務を応援しているという。従業員 63 名の構成は、販売部門 25 名、生産
部門 29 名、財務部門 2 名、管理部門 7 名の構成である。 
 






ホンダ・ケニアの工場は、CKD5 (Complete Knock Down)工場である。ケニアの首都ナイ
ロビ市内の工業団地にある既存工場の建物を借りて、簡素な生産設備だけで生産を開始し
ている。ホンダではこのような小規模市場の国や地域での現地生産のための簡素な設備に




ような KDP 方式による CKD 工場にしたことで、市場規模が十数万台と小さくまだ立ち上
がりの時期にあるケニアの二輪車市場において、比較的少量の生産でも柔軟に対応でき、
しかも迅速に進出することができた。 
工場の生産能力は年産 2万 5 千台である7。現在は、アフリカ仕様で開発された Ace CB125
とごく少量ではあるが SKD8（Semi Knock Down）生産で XL125 の生産を行っている（図
４）。2014 年 4 月から 2015 年 3 月の実績で、生産台数 2,420 台、末販台数 2,403 台で、ケ
ニアでのマーケットシェアは 2％であった。2015 年度には 9,000 台生産・販売で 8％のシ
ェアを予想していた。（表１）。 
  
           表１．ホンダ・ケニアの概要 
会社名 ホンダ・モーターサイクル・ケニア／Honda Motorcycle Kenya Limited  
社 長 Hirohide Ichikawa 
設立時間 2013 年 3 月 25 日 
生産開始 2013 年 10 月 30 日 
所在地 Godown No.3, Road B, Off Enterprise Road,P.O. Box 3387_00506, Nairobi, Kenya 
資本金 8.05 億 Ksh（１Ksh＝1.1 円） 
出資比率 本田技研工業株式会社 99.9％ 
ドクター・アイサック・カルーア氏 0.1％ 
事業内容 Ace CB125、XL125 等二輪車の生産・販売 
生産能力 2 万 5000 台／年 


















て 3 番目の現地法人となる。また、生産工場としては、ナイジェリアに続く 2 番目の生産
拠点となり、ホンダのアフリカにおける二輪車の年間生産能力はナイジェリアと合わせて
















2015 年当時、ホンダの Ace CB125 の販売価格は 95,000Ksh であったが、これはバジャジ・
オートの同クラスのバイクより若干安い価格設定であった。インド製の価格を 100 とする
と、日本製が 100、中国製が 60-70 の水準であるという。 
 
       図４．ホンダ・ケニアが生産している二輪車モデル 
 
               モデル①－Ace CB125 
                                                             
9 本田技研工業ニュースリリース（2013年 3月 27日）http://www.honda.co.jp/news/2013/c130327c.html




                 モデル②－XL125 




















る戦略をとった。販売店は順調に増加し、2015 年われわれの訪問した時の販売店は 24 店
しかなかったが、現在ケニア大都市をカバーできるように 43 店まで拡大している（図６）。 
 
                                                             
10 『ガイアの夜明け』（2017 年 12 月 13 日放送）。番組の内容については、「TVでた蔵」
http://datazoo.jp/tv/%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%82%A2%E3%81%AE%E5%A4%9C%E6%98%8E%E3%81%91/689003 















 出所：ホンダ・モーターサイクル・ケニアの HP（http://ke.honda/en/motorcycles/dealer.html） 




































に配膳してアッセンブリラインへと送り出す。5 名の正社員と 5 名の期間従業員が働いて
いた。勤務体制は 8 時間 1 シフトである。サブ・アッセンブリラインは 6 つのステーショ
ンで構成される。一つのステーションごとに一人の作業者が配置されている。メイン・ア















みえる。サブ・アッセンブリラインの 6 つのステーションで働く 6 名の作業者のうち 5 名








 教育訓練については、工場の稼働前と稼働後に分けて説明していく。2013 年 3 月から立
ち上がったこの工場では、10 月からの生産開始に向けて現地作業員の教育をスタートした。








育訓練を行っている。われわれが訪問した当時には 7 人の期間従業員が Off-Job Training で










                                                             
11 『ガイアの夜明け』（2017年 12月 13日放送）。番組の内容については、「TVでた蔵」
http://datazoo.jp/tv/%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%82%A2%E3%81%AE%E5%A4%9C%E6%98%8E%E3%81%91/689003 






































を段階的に引き上げることを周到に計画している。具体的には、まず 2017 年までの第 2 ス
テージにはパイプ、メイン・スタンド、サイド・スタンド、ステップ、などのメタル・パ
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工場名 ホンダ・モーターサイクル・ケニア／Honda Motorcycle Kenya Limited 
立 地 Godown No.3, Road B, Off Enterprise Road,P.O. Box 3387_00506, Nairobi, 
Kenya 
訪問日 2015 年 8 月 25 日 
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In this article, we looked at the case of Toyo Construction Co., Ltd.'s construction of the Mombasa 
Port Container Terminal in Kenya. Through case study, we clarified the aspect of overseas business 
of the construction industry and examined the applicability of Japanese management and 
production system on site management in Kenya. The case of Toyo Construction in Kenya was 
very interesting in that existing overseas bases played the role of the base camp for further 
expansion overseas. We could also make it clear that, in the case of the construction industry, there 
is a limit to the application of Japanese management and production system, because overseas 
construction is carried out on a project base without establishing a local subsidiary. 
 




























年 3 月決算の連結売上高は 172,635 百万円、従業員数は 1,517 名である 1。 
 
表１ 東洋建設の概要 
社   名 東洋建設株式会社 （英文名：TOYO CONSTRUCTION CO., LTD.） 
創   立 1929（昭和 4）年 7 月 3 日 
資本金 140 億 4,936 万円 
代表者 代表取締役社長 武澤 恭司 
従業員数 1,196 名（個別）、1,517 名（連結） 
株式上場 東京証券取引所市場第 1 部 
事業内容 総合建設業（海上・陸上土木、建築） 










業と東洋建設が 2 位圏だという 3。 
 
                                                        
1 東洋建設『有価証券報告書』（第 98 期：平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）。 
2 東洋建設 HP 「工事実績 土木工事」http://www.toyo-const.co.jp/civil_engineering/civil-result、「工事実績 





順位 企業名 売上高 
（億円） 順位 企業名 
売上高 
（億円） 
1 大林組 17,778 13 熊谷組 3,436 
2 鹿島建設 17,427 14 西松建設 3,088 
3 清水建設 16,649 15 東急建設 2,963 
4 大成建設 15,458 16 高松ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ G 2,088 
5 大東建託 14,116 17 奥村組 2,052 
6 竹中工務店 12,843 18 東亜建設工業 2,002 
7 長谷工ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 7,873 19 鉄建 1,712 
8 戸田建設 4,926 20 東洋建設 1,562 
9 五洋建設 4,915 21 福田組 1,540 
10 前田建設工業 4,417 22 淺沼組 1,469 
11 三井住友建設 4,149 23 大豊建設 1,468 


























                                                        
4 東洋建設『有価証券報告書』（第 98 期：平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）およびインタビ
ュー調査による。 
5 『東洋建設 HP』「会社案内 事業所」。 
図２ 東洋建設の海外ネットワーク 
 
出所：東洋建設『CORPORATE REPORT 2017』。 
図３ 東洋建設のセグメント別売上高 
 




る（図２、表３）。ただ、2017 年 3 月決算基準で東洋建設の海外建設事業の売上は 19,879
百万円で総売上の 13%の水準に過ぎず（図３）、2018 年決算基準でも海外建設事業の売上
























工事、マラッカ海峡船舶航行安全システム 2 期、 








そのような中、2011 年 7 月、東洋建設はケニア共和国ケニア港湾公社発注のモンバサ港
開発事業のうち、「モンバサ港コンテナターミナル建設工事パッケージ１」を単独受注し
た。東洋建設としては初のアフリカ事業であるが、受注金額は約 209 億円、工期は 48 ヶ
月で ケニアはもちろん東アフリカ全体でも最大規模の港湾工事であった。この工事は、
2012 年 3 月に着工し、2016 年 2 月に完成している 6。 
次章以降、この港湾工事について詳しく述べながら、東洋建設がこの工事を遂行した様
                                                        



























実施され、本邦技術活用条件（STEP : Special Terms for Economic Partnership）が適用された。
このため、入札資格は日本企業に限られていた。先述したように、東洋建設はこの工事を
単独受注している 10。 
                                                        
7 TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20 フィートコンテナ換算）とは、コンテナ船の積載能力やコンテナ
ターミナルの貨物取扱数を示す単位である。１TEU＝長さ 12ft（6.1ｍ）×幅 8ft（2.4m）×高さ 8.5ft（2.6m）。 
8 われわれが訪問した 2015 年 8 月時点でも、港にはコンテナがあふれ、付近の空地や道路にもコンテナ
が山積みにされていた。 
9 東洋建設ニュースリリース（2011 年 8 月）、山谷（2015）、在ケニア日本国大使館 HP 「モンバサ港
開発計画（有償事業案件）」（2012 年 12 月 5 日）を参照。 
10 東洋建設ニュースリリース（2011 年 8 月）およびインタビュー調査による。 
7 
 
図５ モンバサ港 CT工事の計画図 
出所：東洋建設『CORPORATE REPORT 2016』。 
 
図６ モンバサ港 CT工事の完成イメージ 
 




（No.20 バースと No.21 バース）の建設、大規模コンテナターミナルおよび付随道路など
の諸施設の整備が含まれる（図５、図６）。この工事は 2016 年 2 月にすでに完成しており、














表４ モンバサ港開発事業のモンバサ港コンテナターミナル開発工事パッケージ 1の概要 
工事名 モンバサ港コンテナターミナル開発工事パッケージ１＊ 
発注者 ケニア港湾公社（Kenya Port Authority: KPA） 
請負者 東洋建設株式会社 






埋立工                3,724,000 ㎥ 
置換工                                1,095,000 ㎥ 
地盤改良工（載荷盛土）        1,126,000 ㎥ 
地盤改良工（PVD）          5,862,000 ㎥ 
コンテナバース No.20         水深 11ｍ、延長 210ｍ 
コンテナバース No.21         水深 15ｍ、延長 350ｍ＊＊ 
動力式小規模岸壁           水深 4.5ｍ、延長 283ｍ 
鋼管杭工               664 本（8,100ｔ） 
新コンテナヤード舗装工        28ha 
道路工（アクセス、コネクション、トランク） 
建築工                RC造 １階～４階建 18棟 
設備工（給排水、消火、電気、情報通信、防災、放送、セキュリティ） 





＊＊ 出所の資料では延長 150m となっているが、会社関係者による原稿チェックの際に資料の表示に誤りがあ
ることを指摘され、延長 350mへと修正している。 
 




                                                        







とにする 12。  
まずは、コンテナヤードおよびコンテナバースを建設するための「埋立工」
が必要となる。幅 350m×奥行 700m のコンテナヤード（面積は約 35ha）は世界





                                                        
12 以下の各工種の詳細は、荒金（2015）、東洋建設『CORPORATE REPORT 2016』を参考に整理したも
のである。 
 
図７ 浚渫船からの埋立砂の排出  
 
出所：荒金（2015）。 



















めの「桟橋工」が行われた。モンバサ港 CT 建設工事には、バース 20（設計水






















基の SSG（Ship to Shore Gantry Crane）が桟橋上に、4 基の RTG （Rubber Tyred 








図１１ コンテナヤード工の様子  
 
出所：荒金（2015）。 

























テムを構成する 6 グループ・23 項目を設け、それぞれの項目について日本的要
素が現地工場でどの程度実現されているかを測るための評価基準を設けたも
























が相対的に進んでいないことを意味する結果である（安保・公文・銭 , 2013）。  
以下の節では、製造業と建設業の違いを念頭に置きつつ、日本的経営・生産
システムの適用可能性の観点から東洋建設のモンバサ港 CT 建設工事現場の管
理運営の特徴を明らかにする。本章での記述は特に断らない限り、2015 年 8 月
23 日にモンバサ港において行った現場視察およびインタビュー調査に基づい
ている。インタビュー調査は、モンバサ作業所の所長、副所長、プロジェクト・




ばれていた。2015 年 8 月にわれわれが訪問調査を行った時点で、工事現場で働
く総人数は約 1,500 名であった。ピーク時には 2,000 名に達した時期もあった
という。その内訳をみると、東洋建設が直接雇用した現地人が約 150 名、東洋
建設が管理する派遣会社からの派遣社員が 600～700 名、下請け会社（協力会





























































































                                                        
13 フィリピン人派遣者を「ヒト・結果」の持ち込みに含めると、本社およびフィリピン営













ニア・シリング）で、日本円にすると 1 日 700 円弱だという。中国の平均的な最低賃金が












が先生になってトップ・ダウンでKYT（Kiken Yochi Training）も行っている。 
 
 現地ケニア人に対する技術・技能教育は、基本的に OJT を通じて行われた。エンジニア
の教育は日本人が、ワーカーに対する教育はフィリピン人が担当したという。現地ケニア
人に対する教育訓練は当然ながら長期間を要するものであった。海上船クレーン・オペレ









































                                                        



























 これまで東洋建設のモンバサ港 CT 建設工事における施工体制および工事現場の管理運
営体制について紹介したが、注目すべきファクト・ファインディングの一つは、東洋建設
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立地 ケニア・モンバサ港内  
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本稿の課題は、ナイジェリアの本田技研工業（Honda Manufacturing (Nigeria) 
Limited：HMN）1を対象として本社の生産システムの現地への移転状況を説明すること


















This paper aims to explain transferability of the parent company’s production 
system in Nigeria based on the field study, focusing on the Honda Manufacturing 
(Nigeria). We had visited the manufacturing plan two times. It was in 2011 and 2015. I 
                                                   





make the paper based on the interview record at the plant.  
The paper clarified three points. Firstly, price segment in the market. Honda 
Manufacturing（Nigeria）survived at the local market with supplying products for high 
segment in price. However, with income increasing on the part of customers, it take a 
new policy to supply products to middle price segment in the market. Secondly, it put a 
great importance on product quality in plant management, through implementing 
training for workers and strict checking at the process. It trains workers with using 
quality management text which is written in the parent company in Japan. However, 
the policy of built quality within the process is realized on the half way, and product 
quality is secured through checking at the final stage. Thirdly, about work 
organization at the plant, it applies parent company’s policy as long as possible.  
Although it adapts to local customs, in such as wage system and labor union, it applies 
promotion by ability with performance evaluation for workers and harmonious labor 







































アフラ戦争、1967 年 7 月～1970 年 1 月）があったが、1999 年より民政に移行した。現














一人当たり GDP は、2010 年で 1,890 ドル、2015 年で 2,763 ドルである（JETRO によ




1 日 2 ドル未満で暮らす人々そして一人当たり GDP が 1,500 ドル以下の国民経済を BOP
と呼んだのである（プラハラード、2005:27）。その後 BOP の概念は拡張され変化したが、






                                                   












ナイジェリアのオートバイ販売量は、1980 年代は 10 万台であったが、1983 年の軍
事政権で、販売が停滞した。日本企業のスズキとヤマハは撤退したが、ホンダは撤退
しなかった。 
2000 年代に入ってオートバイの販売が増加した。2000 年 100 万台となり、2008
年が販売台数のピークで 153 万台であった。この販売の増加を担ったのは、中国製と












ホンダ CGL １２５ １４５，０００ 
ホンダ DREAM１００ １５０，０００ 
インド、Bajaj・Boxer １０５，０００ 
中国、Jincheng (金城) AX100 ６７，０００ 
出典：2011 年 9 月 16 日、会社側の説明による。 





２５とＤＲＥＡＭ１００は、それぞれ 14 万 5 千ナイラあるいは 15 万ナイラである。これ
                                                                                                                                                     




にたいしてインド製の Bajaj・Boxer は、10 万 5 千ナイラ、中国製の金城ＡＸ１００は、


















そしてわれわれが訪問した直後（２０１１年 9 月）に新車を発売した。 
 
表２：HMN の新車 
発売年月 製品 価格（ナイラ） 販売数量計画 
2011 年 9 月 29 日 Ace CB125 約１００，０００ 約 10 万台 
同上 Ace CB125-D 約１００，０００  
2013 年 12 月 10 日 CG110 約１００，０００ 4 万台 
出典：本田技研工業ニュースリリース 2011 年 9 月 29 日、2013 年 12 月 10 日、ア
クセス日 2013 年 12 月 19 日。 
注：（１）2011 年発売の販売数量計画は、2 車種合計で約 10 万台。 




車の価格は 10 万 5 千ナイラであった（表 1 参照）が、2011 年 9 月に発売した 2 車種の価
格は約 10万ナイラである。そして両車種をあわせて、約 10万台の販売を予定するという。
                                                   
3 「半値バイク」と中国における、現地企業との合弁事業である新大州本田、については、下川浩一編著、
藤本隆弘・出水力・伊藤洋共著、2013、166～173 頁、を参照のこと。 
4 本田技研工業は、ナイジェリアにおいて新車を投入する計画を、2010 年 7 月の社長会見で発表したあ
と、2011 年 9 月に正式に発表した。同社ニュースリリース 2010 年 7 月 20 日、2011 年 9 月 29 日による。




バイクタクシー以外の顧客用に提供したものである。また 2013 年 12 月には排気量１
１０ccクラスのCG110 を発売した 5。 
2015 年の訪問時における日本人経営者のプレゼンテーションによれば、新車投入の効
果はあって、生産量は増加した。すなわち、生産量は、2011 年の 38,000 台から急増した。
2012 年には 98,000 台、2013 年は 89,000 台、2014 年は 91,000 台、そして 2015 年は 70,000
台の予想生産量であった。このように、生産量は増加したものの、10 万台を超えることは

























                                                   
5 2013 年 12 月の新車発売については、本田技研工業ニュースリリース 2013 年 12 月 10 日、を参照のこ












会社の従業員数は、259 名（2011 年は 229 名）であり、このうち工場の従業員は
178 名（2011 年は 136 人）、契約社員が 76 名である。工場の生産量がすくないので、
販売と事務部門の従業員のウエイトが相対的に多くなっている。工場の生産能力は、
年間 15 万台であるが、実際の生産量は 9 万台（2010 年実績は 2.3 万台）である。日
本人派遣者は 5 名であり、それぞれ社長、工場長、2 名の Executive Coordinator（サ
ービス領域,と営業領域）そして 1 名の Coordinator（営業領域）となっている。日本
人派遣者の 5 名のうち、4 名は会社の責任ある地位についている。労働組合は、2 つの
産業別労働組合が組織されている。一つは現場労働者を組織する NLC (Nigeria 
Labour Congress) 傘下の、Honda Domestic Junior Staff Union である。もう一つは
中間管理職を組織する TUC (Trade Union Congress) 傘下の組合で、Honda Domestic 








会社名 Honda Manufacturing (Nigeria) Ltd. HMN 
立地 ナイジェリア共和国オグン州オタ市 
会社設立 1979 年 7 月 




生産量 91,000 台（2014 年）。 
ﾛｰｶﾙ･ｺﾝﾃﾝﾄ ０％。部品は全量輸入。 
従業員数 259 人（うち生産は 178 人） 
期間従業員数 ７６人 
日本人派遣者数 5 人 
労働組合 Honda Domestic Junior Staff Union、Honda domestic Senior 
Staff Association. 
 出典：2011 年 9 月 16 日、2015 年 8 月 31 日、HMN の説明による。このほか本田
技研工業ホームページ、「2 輪事業の近年の取り組みと展望」、アクセス日 2013
年 12 月 19 日、現地新聞などを参考にした。 






























































なう。技能のランクは 5 ランクある。ランク１は「2.5 メートルの範囲で決められた
仕事をできる」である。このように初級のランクは、決められた仕事をすることであ
る。ランク２は「品質不良を出さない」である。このランクになると品質に責任を持











































ため FC コースという品質の学習を全員受けている。そして年 1 回改善提案表彰をお
こなっている。」と答えていた。つまり小集団活動の準備段階であった。 





































前述のようにナイジェリアでは、JS と SS に間に、職位の差と賃金の格差がある。


















































































Western  Africa  Ltd. 
ナイジェリア、 
2013 年 4 月 
4 輪車の製品及び補修部品
の輸入・販売 
Honda Motor Southern 
Africa (Pty.) Ltd. 
南アフリカ、 
2000 年 7 月 
2 輪車・4 輪車・汎用製品お
よび補修部品の輸入・販売 
Honda Motorcycle Kenya 
Limited 
ケニア、 
2013 年 3 月 
2 輪車の生産・販売。 
出典：本田技研工業（株）のニュースリリース 2010 年 7 月 20 日、2013 年 6 月 19 日、





付表２：工場調査の概要 第 1 回 
会社名 Honda Manufacturing (Nigeria) Ltd. 








  付表３：工場調査の概要 第 2 回 
会社名 Honda Manufacturing (Nigeria) Ltd. 




Plant Manager、Executive Coordinator Factory, Passenger 
Car, Coordinator, Sales & After Sales、Coordinator、Sales & 
After Sales, Power Plant、Manager, Human Resource (Local)、















公文溥「ナイジェリア・本田技研工業会社記録」2011 年 9 月 16 日。 






A Research on Hybrid Management of Chinese Private Enterprises in Nigeria : 
Case Study of Jindi Footwear Nigeria Co., Ltd. 
 

















 The purpose of this paper is to examine how to operate a factory to succeed business 
in Nigeria through a case study about Jindi Footwear Nigeria Co., Ltd. which is a 
privately-owned Chinese enterprise.First, the main political and economic situation 
concerning Nigeria are clarified and the present situation of Chinese enterprises 
entering Nigeria is reviewed. Secondly, based on plant tours and interview surveys 
for Jindi Footwear Nigeria Co., Ltd.The Chinese-type production system is considered. 
Finally, The findings of the analysis of this paper are described. 
 








本稿では、日本多国籍企業研究グループ（JMNESG）1が 2011年 9月 15日、2015年 9月 1
日に二回にわたって行ってきた金帝靴業（ナイジェリア）有限公司（英：Jindi Footwear 



























ナイジェリアは 1960 年 10 月にイギリス植民地から正式独立した。その後、1963 年に大
 
1本稿は平成 22~24 年度科学研究費補助金【基礎研究(B) 課題番号：22402032】及び平成 26~29 年度科学
研究補助金【基盤研究(B) 課題番号：26301023】を受けた日本多国籍企業研究グループ（JMNESG、代表
者：安保哲夫 東京大学名誉教授）が行われたアフリカにおいて日系企業の経営活動の実態調査をもとに、
筆者がまとめたものである。本稿は 2011 年 9 月 15 日と 2015 年 9 月 1 日に、われわれ研究グループは金




紛争で 1967 年から 1970 年にかけて「ピアフラ戦争」2というナイジェリア内戦に陥った。




















でに経済規模を世界 20位内とする“Nigeria Vision 2020”3を掲げ、積極的な経済政策を
推進してきた。他方、南部でニジェール・デルタ解放運動（Movement for the Emancipation 


























埋蔵量は 3兆 1148億 7000万立方メートルであるが、液化装置が不十分なため輸出は行わ
れていない。電力のうち約 50％は水力発電で、その大半は 1969 年ニジェール川に建設さ
れたカインジ・ダムから供給されている。ナイジェリア経済発展に伴って電力が絶対不足



















IMF の統計（2017 年）によると、2016 年のナイジェリアの実質 GDP は 687,050 億ナイラ
であり、対前年比 1.54％のマイナス成長になっている。図－1で示すようにナイジェリア











   図－1．ナイジェリアの実質 GDPとその成長率の推移（2005年～2016年） 

















中国は、1971年 2月 10日にナイジェリアと国交を樹立したが、60年代半ばから 90年代
半ばにわたって、ナイジェリアの政情が不安定であったため、この期間に両国の経済貿易
は盛んに行われてこなかった。結局、民政移管が行われた 1999年以降緊密化しており、こ


















うに 2005 年－2014 年中国とナイジェリアの貿易額は、2008 年のリーマンショック後の
2009年、2012年を除き、順調に拡大し、2014年度に 10年前比べて 6倍の 181億米ドルを
達していた。しかし、原油を含む鉱物資源の輸出が約 75％を占めるナイジェリアは原油価
格の下落により、2014年後半から輸出額が大幅に減少している。通貨ナイラの為替相場は





















分 野 企 業 名 年 月 投 資 内 容 
エネルギー 中国石油天然ガス集団公司
(China National Petroleum 
Corporation：CNPC) 
2005.6 JDZ のブロック 3 権益 10％
を取得 
2006.9 OPL298 鉱区の生産分与契約 





Corporation : SINOPEC) 







2012 OML138の権益 20 ％を買収 
中国海洋石油総公司 
(China National Offshore Oil 
Corporation :CNOOC) 
2006.1 OML130 の権益 45％を買収 






(China Machinery and 




Construction  Company) 
2002.3 火力発電所（670MW ）２基 
山 東 電 力 基 本 建 設 総 公 司
（SEPCO） 
2005  Ogun州の Papalanto 発電
(335MW) 
中国機械設備輸出入総公司 2005 Ondo 州の Omotosho 発電
(335MW) 
中地海外建設集団有限公司 2005.3 水道プロジェクト 
中国土木工程集团公司 2006.3 ラゴス=カノ線鉄道の拡張 
2006.10 ラゴス＝アブジャ間高速鉄道
の建設 
2013 Ogun州の 43KMの高速道路 
中国葛洲坝集団 2007.5 水力発電所 
2011.2 東部の長距離鉄道敷設事業 
深圳能源集団股份有限公司















南京金城集団公司 1999 二輪車生産・販売 
済南軽騎摩托車製造有限公司 2000 二輪車生産・販売 





ジャ 鉄道大量輸送システムの建設、ラゴス=カノ線 1,315kmの修復のための 83億米ドル総
コスト内の 25億米ドルを融資した。2002年 3月に中国機械設備輸出入総公司 (CMEC)と山
東電力建設公司は、合計で 670メガワット（MW）のガス火力発電所 2基を建設するための
3 億 9,000 万米ドルの契約について、ナイジェリアの電力鉄鋼省と合意した。2008 年 11
月に深圳能源集団股份有限公司はナイジェリアに 3,000MW の発電所を建設するため First 




である。すなわち、山東電力基本建設総公司による Ogun 州の Papalanto 発電所(335MW)、












重慶建設摩托車股份有限公司 2007 二輪車生産・販売 
宗申摩托 2002 二輪車生産・販売 
第一汽車集団（FAW） 2016.1 トラック CKD生産・販売 




温州双合盛靴業有限公司 2004.6 男女革靴 
温州哈杉靴業有限公司 2004.6 男性用革靴、スニーカー、運
動靴、サンダル 
温州市鲁宾斯靴業有限公司 2004.10 男性用革靴、男女運動靴 
金帝靴業有限公司 2009.3 サンダル 




































































 金帝靴業は、2009年 3月にナイジェリアの最大都市であるラゴスの中心部から車で 2時
間ほど離れた工業団地の一角で、親会社である福州尚景程貿易有限公司が 1,600万元を投



















     表－2．金帝靴業有限公司の概要 
会社名 金帝靴業（ナイジェリア）有限公司 
英文名 Jindi Footwear Nigeria Co.,Ltd. 
住所 Plot 6, Ikorodu Industrial Estate, P.O. Box 228, Ikorodu, Lagos, Nigeria 
設立 2009年 3月 
操業開始 2009年 9月 
資本金 1,600万人民元（福州尚景程貿易有限公司 100％出資） 









 われわれが 2015 年 9 月 1 日に再度金帝靴業を訪問した。金帝靴業は、2 シフト 24 時間
で 2011年の 24種類年間 552万足から現在 60種類年間約 1,500万足の EVAサンダルの生産・
販売までなり遂げている。また従業員も 2011年の 65名から 2015年の 450名まで拡大して
いる。生産されたサンダルは主にナイジェリア国内で販売されている。 
金帝靴業は、2017年に操業８年目であるが、これまでの販売量と売上高をまとめると下
記の図－3 の通りである。操業を開始した 2009 年 9 月に第一足サンダルの生産を開始し、
図－3 で示すように、初年度 4 ヶ月の生産販売量は 202.7 万足だった。2012 年度は 777.5
万足があったが、特に 2013年 11月に第二期生産ラインを完成し生産し始めたから、2014
年は前年度に比べて 1.3 倍以上の 1,377．5 万足、2016 年のナイジェリアの経済低迷の影
響で販売量が少し減ったが、売上高がまた伸びていた。2017 年 1－8 月のサンダル生産量














































































ネジャーが 6名、販売が 2名、経理が 2名、物流・通関が 2名、機械・金型メンテナン 















ーの月額が 30,000～35,000 ナイラ(約 83.3～97.2 米ドル）、作業長の月額が 50,000～

































































有限公司から購入した EVAを毎月 200ドン船便で送る。ラゴスに到着するまで約 40日がか
かるため、通常 2ヶ月分の EVA在庫（約 400ドン）をもっている。それと海運中の EVAに





























で受注生産・卸販売を中心とする金帝靴業は、市場価格の 3 分の 2 程度、400 ナイラ（約
1.11米ドル）で卸売している。１足のコストは人件費が 2割、原材料が 7割、電力等その
他が 1割で合計 360ナイラ（約１米ドル）になる。従って、１足成人用サンダルを販売す



















































Huang，2008、Thomas Hout and David Michael，2014、KL.Chandrasekhar and Dr. DP. Kothari，





において非常にテンポが速い。例えば、金帝靴業は 2009 年 9 月に工場設立を行ったが、
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Summary: 
   YKK Corporation is a non-listed company, but must be one of the most global 
multinational enterprises in Japan. Because of the product by itself and two different kinds of 
customers, apparel makers and sewing manufacturers entangled, YKK manage operation 
globally by six axes. One of them is Europe, the Middle East, and Africa (EMEA) that YKK 
Tunisia SARL belong to. 
   The top management in Tunisia is a Japanese, but not a YKK expatriate (was so).  He  
belongs to YKK France and directs all operations in Tunisia controlled by his fluent French. 
He was a second president since the Tunisia company was established. He changed the 
company’s working culture to be profitable. The first thing for him to do is punctuality. He 




they are clean to be comfortable. Later on as the employees come to work, he calls every  
person’s full name and shakes hands with them for salutation. As the cultured was changed,  






年創立の資本金 120 億円の企業である。本稿は我われ(JMNESG-AF)が 2001 年より研究対象と
しているファスニング事業に関するものである。特に 2009年と 2010年には同社のエジプト・モ
ロッコ・スワジランド 3ヵ国の関連子会社の訪問のみならず、富山県黒部事業所の古御堂工場事
業企画センターにも足を伸ばした。更に 2011 年 9 月 5 日にはチュニジアの YKK Tunisia  
S.A.R.L.を訪問し、3年間に及ぶ YKKアフリカ調査が完了した。本稿は YKKのアフリカにおけ




YKK は 71 の国と地域でグローバルに投資を行い、海外関連会社は 90 社に及ぶ。同社の発行







員数では連結従業員数の 86%を占めている。更に外国直接投資（FDI）は 1959年に YKKニュー
ジランド社を設立して以来、YKK U.S.A、マラヤン・ジップ社(マレーシア)など毎年のように FDI
を重ねた結果、ファスニング事業では 64の海外関連会社が活躍している。同事業の従業員一人当








表１ 事業別 YKKグループ概要     2014年 3月 31日現在 
  ファスニング 建材 その他注 合計 
連結売上高 （億円） 2,886 4,033 50 6,969 
うち海外売上高＊ 2,761 304 N/A 3,065 
うち国内売上高＊ 175 3,729 N/A 3,904 











連結従業員数(国内）人 3,084 12,200 1,945 17,229 
グループ企業数(海外) 64 15 17 96 
グループ企業数(国内)      2     6 14 23 
注：その他には工機・総務・一般管理業務企業(例:YKK不動産)などを含む。 











表 2. アフリカ 4カ国における YKKの関連会社の比較 
   エジプト(*1) モロッコ(*2) 
スワジランド
(*3) 
チ ュ ニ ジ ア
（*4） 




4.7 百万  エマ
ランゲン  
746千ユーロ 
同上(US$換算/百万) 6.5 4 0.5 0.9 
生産能力 (百万ジッパ
ー/年) 
69 50 83 20 
4 
 
建屋面積 12,906㎡ 2,000㎡ 17,800㎡ 4,500m2 
従業員数（人） 
※訪問当時 
約 100 約 50 約 200 約 50 
  統括責任者（当時） 現地社員 現地社員 現地社員 現地社員 
*1: YKK Egypt S.A.E. 
*2: YKK MAROC S.A.R.L. 
*3: YKK Southern Africa (PTY) Ltd. 






その次に 1979年に設立したエジプト社である。両社とも 40年ほどの進出の歴史がある。 
チュニジア社は前述 2社の進出後のアフリカでは 3社目として、1997年に進出した。 
次に表 3を参照しながら、チュニジア社の沿革を訪問時に提供された資料を基に検討する。 
 
表 3  YKKチュニジアの進出の歴史 
年月 でき事 詳細 
1997年 11月 YKK Tunisia SA貿易会社の設立 輸入と輸出を行う貿易会社 
2002年 11月 YKK Tunisia SARL（S.L.）製造
会社の設立 























2009年 3月 ‐8VSハンドライン設置 
‐染色工程の設置 
Dyeing : 2CC , 3 CF and 5 CNF 
chain , 5 VS and 10 VF Tape 
2009年 6月 塗装工程の設置 
視覚高水準検査機の設置 
塗装工程：CF and VS  slider 
Injection 5VS  and 10VF Chain 
2010年 2月 ISO9001と ISO14001認証の取 
得 
と  
2010年 7月 波紋チェック装置の整備  
2011年 1月 インストロン社マシンの設置 マシンの設置のためインストロン
社のフランスを訪問し、技術指導
と訓練を受けた 
2011年 1月 Oekotexの認証を更新 
 
 出典：2011年 9月 5日訪問時に受けた説明に基づき、筆者が和訳作成。 
 
1997 年 11 月に YKK チュニジア貿易会社を設立し、輸出入貿易の業務を開始した。それは多
国籍企業の一般的な進出パターンであり、貿易からスタートしたと同じ形態である。貿易会社を
設立後、2002年 11月に YKK Tunisia Manufacturing S .A.R.L.という製造会社を設立した。総
面積は 1979平方メータルで、工場エリアは 1,325平方メータルで、まず 2種類(2AAm5 line 3Yc 
+ 1AAm5 line 3cFc)を８ラインで生産する小規模な現地生産を開始した。 
 2007年 3月、自動化生産ラインを導入し、生産能力を増強した。工場のレイアウトを変更し、
















 まず雇用の推移をみると、2005年当時の 35名から 2011年には 52名へ 17名増員した。その
うち製造現場は 7名、販売 2名、管理者 3名の増加である。臨時の雇用者は 2009年当時 9名雇
用していたが、訪問時には 3名になった。従業員総数 52名の中で日本人統括責任者 1名である。
直間比率は直接人員が 37名で、全体の 71%を占め、間接人員が 15名で、29%である。従業員の






(1) 勤続年数 4.3年 
(2) 欠勤率 1.6%（2010年） 
(3) 勤務時間: 営業部門と管理部門は 43時間／週の勤務体制です。 
      月曜日～金曜日：8時～18時（内 12:30～13:10ランチタイム） 
      土曜日：8時～13時（特別チーム限定） 
(4) 生産製造部門は 43時間／週の勤務体制 
     基本的に 2シフト制、各シフトの勤務時間 43時間／週 
(5) 週休 1日制 
 




































間関係にすべく、特に気を遣う。ちなみに平均賃金は 500TND（約 24,000円）である。 
 
4-5  時短について 
1997 年会社を設立した時は週に 48 時間の労働時間は、訪問時点ですでに週に 43 時間に短縮
した。プライベートな生活と仕事の均衡を図らなければならない事を日本人社長は強調した。奥
さんや子供と一緒にいる時間を延ばすためには時短が必要である。だらだら仕事をすべきでない。
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付表：工場調査の概要 
工場名 YKK TRADING TUNISIA SARL 














図 1 従業員の年齢構成 
年齢構成 
 
年齢 <20 21-25 26-30 31-35 36-40 41-45 46-50 51-55 56-60 Total 
男性 0 1 6 7 10 3 0 1 0 28 
女性 0 1 10 12 1 0 0 0 0 24 
総数 0 2 16 19 11 3 0 1 0 52 



















図 2 経営組織 
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